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改正行政不服審査法の審理構造

（出典）総務省行政管理局作成資料
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論壇
は
じ
め
に

本
年
６
月
１３
日
に
全
部
改
正

法
が
公
布
さ
れ
た
行
政
不
服
審

査
法
（
平
成
２６
年
法
律

第
６８

号
。
以
下
「
改
正
行
審
法
」
と

い
う
。
）
の
国
会
審
議
に
お
い

て
、
衆
議
院
及
び
参
議
院
の
各

総
務
委
員
会
で
そ
れ
ぞ
れ
４
項

目
に
わ
た
る
附
帯
決
議
が
な
さ

れ
て
い
る
。
か
か
る
附
帯
決
議

の
中
で
は
、
地
方
公
共
団
体
に

新
た
に
設
置
さ
れ
る
第
三
者
機

関
に
「
申
立
て
の
分
野
に
応
じ

た
高
い
専
門
性
を
有
す
る
人

材
」
を
選
任
す
る
方
向
性
が
示

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
人
材
に

は
、
地
方
税
の
分
野
に
お
い
て

は
、
当
然
に
税
理
士
が
該
当
す

る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

地
方
税
に
関
す
る
不
服
申
立
て

地
方
税
に
関
す
る
不
服
申
立

手
続
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
法

に
規
定
さ
れ
る
固
定
資
産
の
価

格
に
係
る
審
査
等
の
一
部
の
例

外
を
除
き
、
基
本
的
に
行
政
不

服
審
査
法
の
定
め
に
よ
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。

改
正
行
審
法
上
の
審
理
構
造

は
、
図
に
示
す
よ
う
に
、
処
分

に
関
与
し
な
い
審
理
員
が
審
理

を
担
当
し
、
有
識
者
か
ら
成
る

第
三
者
機
関
（
国
に
お
い
て
は

「
行
政
不
服
審
査
会
」
。
地
方

公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
執
行

機
関
の
附
属
機
関
が
置
か
れ

る
。
）
に
よ
る
諮
問
・
答
申
を

経
て
（
申
立
人
が
希
望
し
な
い

場
合
等
は
、
諮
問
手
続
は
不

要
）
、
審
査
庁
に
よ
る
裁
決
が
な

さ
れ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
地
方
税
法
に
規
定
さ

れ
る
固
定
資
産
の
価
格
に
係
る

審
査
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産

評
価
審
査
委
員
会
と
い
う
第
三

者
機
関
が
既
に
設
置
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
改
正
行
審
法
上

の
第
三
者
機
関
へ
の
諮
問
手
続

は
適
用
さ
れ
な
い
。

国
会
審
議
の
経
緯

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
新

設
さ
れ
る
第
三
者
機
関
が
関
与

す
る
こ
と
と
な
る
案
件
の
う

ち
、
地
方
税
法
関
係
が
約
４
割

を
占
め
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と

が
国
会
審
議
に
お
い
て
明
ら
か

に
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、
地
方
公

共
団
体
に
置
か
れ
る
第
三
者
機

関
に
は
税
の
専
門
家
た
る
税
理

士
を
有
識
者
と
し
て
登
用
す
べ

き
、
と
の
提
案
が
な
さ
れ
た
＊１

。

こ
れ
に
対
し
て
、
上
村
進
政
府

参
考
人
（
総
務
省
行
政
管
理
局

長
）
は
、
以
下
の
と
お
り
答
弁

し
て
い
る
＊２

。

「
今
回
の
改
正
法
案
に
つ
き

ま
し
て
は
、
地
方
公
共
団
体
に

置
か
れ
る
第
三
者
機
関
の
組
織

運
営
は
条
例
ま
た
は
規
約
で
柔

軟
に
定
め
る
こ
と
と
し
て
お
り

ま
す
。
し
た
が
い
ま
し
て
、
委

員
の
人
選
に
つ
き
ま
し
て
は
、

不
服
申
し
立
て
の
件
数
、
そ
れ

か
ら
諮
問
が
多
く
見
込
ま
れ
る

分
野
、
こ
う
い
う
も
の
に
応
じ

て
、
任
命
権
者
に
お
い
て
判
断

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

御
指
摘
の
地
方
公
共
団
体
に

置
か
れ
る
第
三
者
機
関
へ
の
諮

問
件
数
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
ま

さ
し
く
、
地
方
税
関
係
が
約
四

割
と
非
常
に
多
い
割
合
を
占
め

る
と
想
定
し
て
ご
ざ
い
ま
す
。

そ
う
し
た
観
点
か
ら
し
ま
す

と
、
任
命
権
者
の
判
断
で
、
御

指
摘
の
あ
り
ま
し
た
税
理
士

等
、
税
の
専
門
家
を
委
員
に
選

任
す
る
と
い
う
こ
と
は
十
分
に

想
定
さ
れ
る
こ
と
だ
と
思
っ
て

ご
ざ
い
ま
す
。

総
務
省
と
い
た
し
ま
し
て

も
、
こ
の
よ
う
に
、
第
三
者
機

関
の
委
員
に
つ
き
ま
し
て
、
条

例
等
に
基
づ
き
ま
し
て
、
柔
軟

に
、
各
任
命
権
者
が
そ
れ
ぞ
れ

の
諮
問
が
見
込
ま
れ
る
案
件
等

に
応
じ
て
選
任
す
る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
。
こ
う
し
た
趣
旨
に

つ
き
ま
し
て
は
、
今
後
、
法
案

が
通
り
ま
し
た
後
の
話
で
ご
ざ

い
ま
す
け
れ
ど
も
、
施
行
通
知

等
に
よ
り
ま
し
て
、
各
団
体
に

し
っ
か
り
と
周
知
し
て
ま
い
り

た
い
、
こ
う
い
う
ふ
う
に
考
え

て
お
り
ま
す
。
」

附
帯
決
議
の
趣
旨

衆
議
院
及
び
参
議
院
の
各
総

務
委
員
会
で
な
さ
れ
た
附
帯
決

議
の
う
ち
、
本
稿
に
係
わ
る
箇

所
を
以
下
に
引
用
す
る
（
傍
線

筆
者
）
。

行
政
不
服
審
査
法
案
に
対

す
る
附
帯
決
議
（
平
成
２６

年
５
月
２０
日

衆
議
院
総

務
委
員
会
）
（
抄
）

政
府
は
、
本
法
施
行
に

当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ

い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る

べ
き
で
あ
る
。

一

今
回
導
入
さ
れ
る
第

三
者
機
関
及
び
審
理
員
制

度
の
運
用
に
当
た
っ
て

は
、
権
利
救
済
の
実
効
性

を
担
保
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
、
適
切
な
人
材
の

選
任
に
配
意
す
る
こ
と
。

特
に
、
地
方
公
共
団
体
に

お
い
て
は
、
各
団
体
の
実

情
を
踏
ま
え
、
申
立
て
の

分
野
に
応
じ
た
高
い
専
門

性
を
有
す
る
人
材
の
選
任

に
配
意
す
る
こ
と
。

行
政
不
服
審
査
法
案
に
対

す
る
附
帯
決
議
（
平
成
２６

年
６
月
５
日

参
議
院
総

務
委
員
会
）
（
抄
）

政
府
は
、
本
法
施
行
に

当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ

い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る

べ
き
で
あ
る
。

三

有
識
者
か
ら
成
る
第

三
者
機
関
及
び
審
理
員
制

度
の
運
用
に
当
た
っ
て

は
、
権
利
利
益
の
救
済
に

つ
い
て
実
効
性
を
担
保
で

き
る
よ
う
、
適
切
な
人
材

を
選
任
す
る
こ
と
。
特

に
、
地
方
公
共
団
体
に
お

い
て
、
各
団
体
の
実
情
を

踏
ま
え
つ
つ
、
申
立
て
の

分
野
に
応
じ
た
高
い
専
門

性
を
有
す
る
人
材
が
確
保

で
き
る
よ
う
格
段
の
配
慮

を
行
う
こ
と
。

こ
こ
で
「
税
理
士
」
と
具
体

的
に
記
述
さ
れ
て
は
い
な
い

が
、
上
述
の
国
会
審
議
の
経
緯

か
ら
す
れ
ば
、
「
申
立
て
の
分

野
に
応
じ
た
高
い
専
門
性
を
有

す
る
人
材
」
が
税
理
士
を
念
頭

に
置
い
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は

明
ら
か
で
あ
る
。

お
わ
り
に

国
税
不
服
審
判
所
で
は
、
す

で
に
、
民
間
専
門
家
の
国
税
審

判
官
へ
の
登
用
の
拡
大
が
図
ら

れ
て
お
り
、
平
成
２６
年
７
月
１０

日
現
在
、
民
間
専
門
家
か
ら
登

用
さ
れ
た
国
税
審
判
官
の
在
籍

者
数
は
、
事
件
を
担
当
す
る
審

判
官
の
半
数
に
相
当
す
る
５０
名

（
こ
の
う
ち
、
税
理
士
は
１５

名
）
に
達
し
て
い
る
＊３

。
税
理

士
は
、
国
税
審
判
官
へ
の
登
用

の
実
績
を
持
ち
、
全
国
の
各
地

域
に
総
勢
７
万
４
千
人
以
上
を

擁
し
て
い
る
。
改
正
行
審
法
施

行
後
は
、
地
方
公
共
団
体
の
不

服
申
立
て
の
諮
問
機
関
た
る
第

三
者
機
関
に
お
い
て
、
各
地
域

の
税
理
士
が
有
識
者
委
員
と
し

て
積
極
的
に
登
用
さ
れ
、
適
正

な
審
理
に
貢
献
す
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。

上
掲
の
上
村
政
府
参
考
人
の

答
弁
に
あ
る
よ
う
に
、
地
方
公

共
団
体
に
置
か
れ
る
第
三
者
機

関
の
委
員
は
、
各
団
体
の
条
例

等
に
基
づ
い
て
、
各
任
命
権
者

が
選
任
す
る
こ
と
と
な
る
。
改

正
行
審
法
の
施
行
期
日
は
、
平

成
２８
年
４
月
と
な
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
の
で
＊４

、
今
後
２
年

弱
の
間
に
お
い
て
、
各
地
方
公

共
団
体
に
対
し
て
、
第
三
者
機

関
へ
の
税
理
士
の
登
用
に
向
け

た
働
き
か
け
が
必
要
と
な
ろ

う
。
＊５

＊１

た
と
え
ば
、
平
成
２６
年
５

月
１５
日
に
開
か
れ
た
衆
議
院
総

務
委
員
会
に
お
い
て
、
近
藤
昭

一
議
員
は
、
「
地
方
税
に
つ
い

て
の
不
服
も
随
分
多
い
と
い
う

ふ
う
に
聞
い
て
お
り
ま
す
が
、

地
方
税
に
つ
い
て
の
不
服
申
し

立
て
は
、
裁
決
に
つ
い
て
第
三

者
機
関
が
点
検
す
る
と
い
う
こ

と
に
な
っ
て
お
る
わ
け
で
あ
り

ま
す
が
、
特
に
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
不
服
申
し
立
て
は
地

方
税
に
関
す
る
も
の
が
多
い
。

今
も
申
し
上
げ
ま
し
た
。
こ
の

た
め
、
第
三
者
機
関
の
委
員
に

は
、
税
の
専
門
家
と
し
て
の
地

域
の
税
理
士
の
能
力
活
用
、
こ

う
し
た
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と

思
い
ま
す
が
、
こ
の
検
討
に
つ

い
て
考
え
る
べ
き
だ
と
思
い
ま

す
が
、
い
か
が
で
あ
り
ま
し
ょ

う
か
。
」
と
質
問
し
て
い
る
（
衆

議
院
会
議
録

第
１
８
６
回
国

会

総
務
委
員
会

第
２１
号（
平

成
２６
年
５
月
１５
日
（
木

曜

日
）
）

参
照
）
。
ま
た
、
平
成
２６
年
５

月
８
日
に
開
か
れ
た
衆
議
院
総

務
委
員
会
に
お
い
て
、
西
野
弘

一
議
員
も
同
旨
の
質
問
を
し
て

い
る
（
衆
議
院
会
議
録

第
１

８
６
回
国
会

総
務
委
員
会

第
１９
号
（
平
成
２６
年
５
月
８
日

（
木
曜
日
）
）
参
照
）
。

＊２

上
掲
の
平
成
２６
年
５
月
１５

日
の
衆
議
院
総
務
委
員
会
。
平

成
２６
年
５
月
８
日
に
開
か
れ
た

衆
議
院
総
務
委
員
会
に
お
け
る

上
川
陽
子
総
務
副
大
臣
の
答
弁

も
同
旨
。

＊３

「
国
税
審
判
官
（
特
定
任

期
付
職
員
）
の
採
用
状
況
」『
税

理
士
界
』
１
３
１
８
号
３
頁
。

＊４

改
正
行
審
法
の
施
行
期
日

は
、
「
こ
の
法
律
は
、
公
布
の

日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え

な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で

定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。
」

（
改
正
行
審
法
附
則
１
本
文
）

と
規
定
さ
れ
て
い
る
の
で
、
平

成
２８
年
度
か
ら
新
制
度
に
移
行

す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

＊５

本
稿
脱
稿
後
に
発
行
さ
れ

た
『
税
理
士
界
』
１
３
１
９
号

１０
〜
１１
頁
に
お
い
て
、
新
藤
義

孝
総
務
大
臣
と
池
田
隼
啓
日
税

連
会
長
の
特
別
対
談
が
掲
載
さ

れ
て
お
り
、
こ
こ
で
新
藤
総
務

大
臣
は
税
理
士
の
登
用
に
つ
い

て
積
極
的
な
発
言
を
さ
れ
て
い

る
の
で
、
参
照
さ
れ
た
い
。

不
服
申
立
て
に
係
る
地
方
の

第
三
者
機
関
へ
の
税
理
士
の
登
用

青木 丈
【神田】
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